
標準様式例７－２

契 約 変 更 年 月 日

契 約 業 者 名

契 約 業 者 の 住 所

業 務 の 名 称

業 務 場 所

業 種 区 分

業 務 概 要

履 行 期 間 （ 自 ）

履 行 期 間 （ 至 ）

変 更 前 の 契 約 金 額

変 更 金 額

変 更 後 の 契 約 金 額

変 更 理 由

   21,395,000円（税込み）

１．東京国道事務所防災計画の改定
１）降雪期の広報活動について、情報提供の内容・手段の妥当性を検証するため、
大型車を対象とした冬用タイヤの装着率調査を追加する。
２）令和６年７月から８月にかけて、局地的豪雨により東京港トンネルの冠水が複数
回発生したことから、東京港トンネルの冠水対策に係る資料作成を追加する。
３）令和７年度に予定している新たな災害協定の協力会社の公募へ向け、公募資料
案の作成を追加する。
　
２．防災訓練・講習会の企画・運営
１）当初予定していた災害協定の協力会社や維持業者を対象とした路上放置車両
移動訓練を取りやめ、災害対策機器講習会を追加する。
２）令和７年1月より試行運用となった道路緊急ダイヤル#9910 LINE（災害モード）に
よる情報連絡訓練として、首都直下地震道路啓開訓練（実動訓練）を追加する。
３）当初予定していた降雪対応に係る説明会、関東地方防災エキスパート四支部合
同講習会（運営、資料作成）および防災講習会を減工する。

３．履行期間
３月上旬に実施予定の首都直下地震道路啓開訓練（実動訓練）の開催支援、災害
協定の公募資料案作成の追加により、実施期間の延長が必要となったため、履行
期間を３０日間延長し、令和７年４月３０日までとする。

土木関係建設コンサルタント業務

震災や風水害、雪害等の大規模災害に備えるため、過年度に東京国道事務所
が構築した防災体制を検証のうえ、改善を図ることを目的とし、事務所内防
災訓練・研修等の実施、防災に関する各種調査・資料作成等を行うものであ
る。

令和6年7月2日

令和7年4月30日

   17,996,000円（税込み）

  ＋3,399,000円（税込み）

東京国道事務所管内

（第１回）契約変更の内容

令和7年2月28日

株式会社建設技術研究所　東京本社

東京都中央区日本橋浜町三丁目２１番１号

Ｒ６東京国道防災検討業務


